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最高裁判所広報課

離婚等本訴請求、同反訴請求事件について

斗 事案の概要

本件は、①本訴として、上告人（妻）が、被上告人（夫)に対し、離婚を請求するとと

もに、これに附帯して財産分与の申立てをするなどし、②反訴として、被上告人が、上告

人に対し、離婚を請求するとともに､ これに附帯して財産分与の申立てをするなどした

事案である。

なお、上告人が財産分与を求める財産の中には、夫婦が婚姻後に出資して設立した医

療法人の出資持分が含まれている。

計’
原判決及び争点
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◇原判決は、医療法人の出資持分も夫婦が婚姻中にその協力によって得た財産に当たる

が、医療法人の上告人に対する損害賠償請求訴訟等が係属中であること等に照らせば、

上記出資持分については、現時点で財産分与についての裁判をすることは相当ではない

として、上記出資持分を除いたその余の財産についてのみ、財産分与についての裁判を

した。

◇当審における争点は、医療法人の出資持分につき、裁判所が終局判決において財産分

与についての裁半llをしないことの許否である。

【参照条文】

(財産分与）

民法768条協議上の離婚をした者の－方は、相手方に対して財産の分与を請求することができる《

2前項の規定による財産の分与について、当事者間に協議が調わないとき、又は協議をするこ‘とが

できないときは、当事者は、家庭裁判所に対して協議に代わる処分を請求することができる。ただ

し、離婚の時から二年を経過したときは、 この限りでない。

3前項の場合には、家庭裁判所は、当事者双方がその協力によって得た財産の額その他一切の事情

を考盧して、分与をさせるべきかどうか並びに分与の額及び方法を定める。

（附帯処分についての裁判）

人事訴訟法32条裁判所は、申立てにより、夫婦の一方が他の一方に対して提起した婚姻の取消し

又は離婚の訴えに係る請求を認容する判決において、子の監護者の指定その他の子の監護に関する

処分、財産の分与に関する処分又は厚生年金保険法（昭和二十九年法律第百十五号）第七十八条の

二第二項の規定による処分（以下「附帯処分」と総称する。 ）についての裁判をしなければならな

い。

2～4 （略）
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最高裁判所広報課

選挙無効請求事件（衆議院議員定数訴訟）について
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事案の概要
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◇本件は、令和3年10月31日施行の衆議院議員総選挙（本件選挙）について、小選

挙区選挙の選挙区割りに関する公職選挙法(公選法）の規定は憲法に違反し無効である

から、これに基づき行われた本件選挙も無効であるとして、各選挙区の選挙人らが提起

した選挙無効訴訟である｡二つのグループにより全国の高裁本庁．支部に提起された合

計16件が大法廷で審理されている。

◇衆議院議員の小選挙区選挙については、平成23年の大法廷判決が、いわゆる1人別

枠方式（注1）に係る規定及び当該選挙時の選挙区割りが憲法の投票価値の平等の要求

に反する状態（違憲状態）に至っていたなどと判断し、平成25年及び平成27年の各

大法廷判決も、当該各選挙時の選挙区割りは違憲状態にあったなどと判断した。

その後、平成30年の大法廷判決は、平成28年及び平成29年の法改正(注2)後

の選挙区割り （本件選挙区割り）の下で行われた平成29年の選挙（当時の選挙区間の

議員1人当たりの選挙人数の最大較差は1 979倍）につき、平成27年の大法廷判

決が判示した違憲状態は上記法改正によって解消されたものと評価することができる

などとして、上記選挙時において、本件選挙区割りは憲法の投票価値の平等の要求に反

する状態にあったとはいえない（合憲状態） と判断した。

(注1）各都道府県に、まず､その人口にかかわらず1ずつ定数を配分し、残余の定数を人口に

比例して配分する方式

(注2）各都道府県への定数配分を人口に比例した方式の一つであるアダムズ方式により行うこ

ととし、同方式による定数配分が行われるまでの較差是正の措置として、各都道府県の定数

につきO増6減の措置を講じ、 これを前提に選挙区割りの改定を行うなどとする内容の改正

争点及び原判決〃、，、
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◇本件選挙は、平成29年の選挙と同じく本件選挙区割りの下で行われたものである

ところ、本件選挙時の選挙区間の議員1人当たりの選挙人数の最大較差は2. 079

倍となるなどしていた。本件においては、本件選挙時において、本件選挙区割りを定

める公選法の規定が憲法に適合していたか否かが争われている。

◇原判決は、いずれも請求棄却判決であるが、 16件のうち9件では、本件選挙区割り

が違憲状態にあったとはいえない（合憲状態）との判断がされ、 7件では、本件選挙区

割りは違憲状態にあったが、憲法上要求される合理的期間内に是正がされなかったと

はいえず、公選法の規定が憲法の規定に反していたとはいえないとの判断がされた。
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最高裁判所広報課

損害賠償請求事件について

口 事案の概要

本件は､精神疾患の治療のために上告人（1審被告）の設置する病院に入院し

た患者が入院中に無断離院をして自殺した事故について、上記患者の相続人で

ある被上告人（1審原告）が、上記病院においては無断離院の防止策が十分に講

じられていないことを上記患者に対して説明すべき義務があったのに、 これを

怠った説明義務違反があるなどと主張して、上告人に対し、債務不履行に基づ

き、損害賠償を請求する事案である6

ヨ
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原判決及び争点
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◇原判決は、上告人は上記患者に対して他の病院と比較した上で入院する病院を選

択する機会を保障するため、上記病院においては、平日の日中は敷地の出入口であ

る門扉が開放され、守衛等が配置されておらず、患者に俳個センサーを装着するな

どの措置も講じていないため、無断離院をして自殺する危険性があることを説明す

べき義務を負っていたが、これを怠ったなどと判断し、被上告人の損害賠償請求を

一部認容した。

◇当審における争点は、上告人に説明義務違反があったかどうかである。
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最高裁判所広報課

①発信者情報開示請求事件.②発信者情報開示請求事件について

ト事案の概要

プロバイダ責任制限法4条1項（令和3年法律第27号による改正前のもの）に基づく開示

の請求の対象となる発信者情報は総務省令で定めるものとされていたところ、令和2年

8月に施行された改正省令（令和2年総務省令第82号）により、発信者情報として発信者

の電話番号を追加する旨の改正がされた。

|①事件|は、①事件原告(①事件上告人）が①事件被告(①事件被上告人）に対し、ま
た､ |②事件|は、②事件原告(②事件被上告人）が②事件被告(②事件上告人）に対し、
それぞれ令和2年8月までにインターネット上の投稿によって自己の権利を侵害された

と主張して、同月より後、法4条1項に基づき、プロバイダ（各被告）の保有する発信

者情報として、発信者の電話番号の開示を請求する事案である。

①事件の経過

H30. 11

H31 ,01 .24までに

R01.06

RO209

インターネット上の投稿（権利侵害投稿）

上記投稿の削除

①事件原告、訴えの提起（氏名、住所等の開示の請求）

①事件原告、訴えの変更（電話番号の開示を求める請求を追加）

②事件の経過

R01.08,09

RO2.02

RO2. 10

インターネット上の投稿（権利侵害投稿）

②事件原告、訴えの提起（電子メールアドレス等の開示の請求）

②事件原告、訴えの変更（電話番号の開示を求める請求を追加）

升 原判決及び争点′、，、

◇ |①事件の原判決|は①事件原告の上記請求を屋亙lしたが､ |②事件の原判決|は②事件原
告の上記請求を匪した。

P

◇本件における争点は， 改正省令の施行前にインターネット上の投稿によって自己の

権利を侵害された者が、その施行後、法4条1項に基づき、当該権利の侵害に係る発

信者情報として、発信者の電話番号の開示を請求することの可否である。


